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１ はじめに 

  東京都監理団体経営目標評価制度に係る評価委員会（以下「評価委員会」という。）

の委員は、東京都監理団体経営目標評価制度に係る評価委員会設置要綱（平成２９年

４月１０日付２８総行革監第４９号）第２条第１号に基づき、総務局長の求めに応じ

東京都監理団体（以下「監理団体」という。）が作成した経営目標に対して、監理団

体の一層の経営改善に資する目標設定となるよう意見を述べることとされている。 

  ６月に第１回評価委員会が開催されて以降、監理団体から提出のあった平成２９年

度経営目標（当初）について、各指標や水準の妥当性等を中心にヒアリングを含めた

各委員による調査等を行い、７月開催の第２回評価委員会において経営目標（当初）

に対する委員意見を取りまとめの上、各監理団体に対して委員意見を踏まえた対応を

求めたところである。 

  このたび、監理団体から平成２９年度経営目標（最終）の提出があったことから、

改めて修正内容等に対する調査を行い、本日の第３回評価委員会において、監理団体

経営目標に係る委員意見（最終）として取りまとめを行った。 

  あわせて、本年度は外部専門家による意見聴取の仕組みを導入した初年度というこ

ともあり、本制度を運用する中で出てきた課題や、次年度以降の制度運用のあり方な

どについても、評価委員会の委員として意見を述べることで、本制度が目指す都民へ

の説明責任の向上や、今後の更なる制度改善等にも資するものとなると考える。 

  こうした点についても意見として取りまとめ、平成２９年度経営目標（最終）に係

る委員意見（最終）と併せて、総務局長に報告することとしたい。 
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２ 平成２９年度東京都監理団体経営目標に関する評価委員意見（総論） 

 

(1) 調査における視点 

監理団体が作成した経営目標について、評価委員会委員として意見を述べるに当

たり、東京都が現在進めている「都政改革」の３原則となっている「都民ファース

ト」、「ワイズスペンディング（賢い支出）」及び「情報公開」の観点から、次に

掲げる視点を重要視した上で、各監理団体の指標設定等の妥当性について各委員が

調査を行った。 

視点１ 経営的な観点を踏まえた指標設定となっているか 

  〇 経営課題に対応しているか 

  〇 経営目標として相応しいものか（現場レベルの業務目標や既に高い水準

で達成されている指標となっていないかなど） 等 

視点２ 団体の努力が反映される指標設定となっているか 

  〇 単に費用投入すれば達成できるものになっていないか 

  〇 外的要因により達成できるものになっていないか 等 

 

(2) 平成２９年度経営目標（当初）に対する委員意見 

   こうした視点に照らした上で、経営目標の修正が必要な団体については、次のと

おり必要な修正に向けた検討とその対応策を求めることとした。 

① 指標の設定自体の見直しの検討を求めるもの 

② 指標の測定単位の見直しの検討を求めるもの 

○ 絶対値 ⇒ パーセンテージ、 ・ 回数  ⇒ 参加者数、満足度 等 

（上記①及び②は、今後の設定に当たって検討を求めるものを含む。） 

③ 指標設定等の考え方等を明確に記載する必要があるもの 

○ 当該指標が、団体経営上、重要な位置付けであること 

○ 指標が達成されることによる効果 

  ○ 団体の努力を要するものであること 等 
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Ⅰ：今年度修正するよう意見が

あり、今年度対応したもの

Ⅱ：次年度修正するよう意見が

あり、次年度対応するもの

Ⅲ：今年度修正するよう意見が

あったが、対応は次年度送り

としたもの

Ⅳ：委員意見と異なる対応

委員意見への対応状況

Ⅳ

   加えて、第１回評価委員会で提出のあった監理団体の経営目標シート（当初）に

ついて、経営課題が示されていないものや戦略と指標のつながりが分かりにくいも

のなど、各監理団体において記載内容が統一されていない点などを見られたことか

ら、経営目標シート（最終）に反映するよう併せて意見を述べたところである。 

 

(3) 平成２９年度経営目標（最終）に対する委員意見 

  (2)で述べた意見は、全１５５指標のうち１２４指標についてのものである。そ

のうち、今年度修正するよう意見があり、今年度対応したものは１０２件（８２％）、

次年度修正するよう意見があり、次年度対応するものは１６件（１３％）、今年度

修正するよう意見があったが、対応は次年度送りとしたものは６件（５％）、委員

意見と異なる対応をしたものは０件（０％）であった（下図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※内訳は、【参考資料１】のとおり 

このうち、次年度以降に対応するとされたものについては、単に検討にとどまる

ことなく、本委員会で各委員が述べた意見を十分に踏まえ、次年度以降の目標設定

に向けた準備を着実に進めていくことが望まれる。 

また、次年度における指標設定については、明示された委員意見への対応だけで

はなく、各団体において、所管局とともに自らのミッションや経営課題を改めて確

認し、それに基づく戦略を設定した上で、その達成度が明らかとなるものになるよ

う留意されたい。 
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以上、平成２９年度経営目標（最終）に対する委員意見を総論として述べたが、

団体ごとの目標に対する意見については、３に記載する。 

 

(4) 次年度以降の制度の運用について 

  最後に、本制度は、改正後の初年度ということもあり、運用していくに当たり、

全体的な課題も見受けられ、これまで本委員会でも意見を述べてきた。 

  以下に主な意見をまとめたので、事務局も含め、主旨を十分に踏まえ、次年度以

降の制度を運用していくことを望む。 

 

【経営的な観点を踏まえた目標設定の重要性】 

○ 目標設定に当たっては、あらかじめ局と団体との間で、目指すべき姿や抱

える経営課題、その解決を図るための戦略を十分に整理し、経営課題、戦略

及び指標がつながるようにする必要があると考える。 

○ 監理団体であるがゆえに、提出された目標が、業務運営上の行動目標にな

っているものも見受けられた。本制度は、経営の目標を定めるものなので、

所管局の方でビジョンを示し、また、その中での団体の位置付けを示さない

と、ボトムアップで戦略を考えるとしても、業務をどのように運営するかと

いうことに帰してしまうのではないか。 

○ 団体によって、改革期であるところと、既存の事業を着実に、より効率的

に行うことが重要な時期であるところなど、置かれている状況が異なってい

ることもある思われるため、事務局であらかじめ団体のタイプ分けを行い、

各団体の特性に即した目標設定を行うようにしてはどうか。 

○ 目標設定について、団体によって対応レベルが異なり、経営的な観点を踏

まえた指標への修正が完全には行われていないものも見受けられたことか

ら、全ての団体が経営課題を適切に提示し、その課題に基づいた方策を考え

た上での指標設定を徹底できるよう、全団体を集めて説明会を行うなど、団

体が目標設定に当たっての考え方をより理解できるような工夫を検討して

はどうか。 
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【目標値の捉え方】 

○ 過去のベンチマークに基づいて目標値を設定しているものが多いので、民

間比較及び他団体比較等も行うべきである。また、データがとれないような

成果指標についても、その団体にとっての重要課題であれば、課題の明示と

いう形で目標設定を認めるべきではないか。 

○ 目標数値だけに重点が置かれると、数値を何％達成したかということだけ

を目指す淡々とした目標になってしまうおそれがある。定性的な指標設定に

なることもあるが、指標設定に当たっては、データの有無にこだわり過ぎな

い方がよい。指標設定等の考え方に、その指標が団体の戦略をどのように踏

まえているかが明示され、公開されることに意味があると思う。 

 

【その他】 

○ 今年度は、ヒアリング形式による調査を行ったが、次年度も行う場合は、

団体としてどのような経営課題を考えているのかということを列挙するな

ど、経営課題、戦略及び指標がつながるような説明をしやすいように整理を

しておくと、より議論が深まるのではないか。 
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３　平成２９年度東京都監理団体経営目標に関する評価委員意見（団体別）

団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において経営的な観点を踏まえた指標と
なっていないもの、団体の努力が反映される指標と
なっていないものが見受けられる。

　当センターは様々な都民の人権意識の高揚を図る
ため、人権に関する教育・啓発事業を幅広く多様な
手段により実施している。その中で、若年層に対す
る啓発である体験学習会、東京都人権プラザにおけ
る展示のアウトリーチ活動である出張展示、都民に
対しより深く人権を学ぶ場を提供する都民講座、の
１～３の指標を3本柱として事業実施しており、最適
の指標と考える。

　指標１から３までについては、既存業務の繰り返
しに過ぎず、新たな取組や質的な向上といった視点
が不足している。質（効果）の向上を図るような指
標に変更すべきではないか。

　指標３については、委員意見を踏まえ、指標を
「都民講座、人権啓発行事等主催事業実施回数」か
ら「都民講座募集定員に占める参加者数の割合」に
変更した。

　指標１については、委員意見を踏まえると、質
（効果）の向上を図るような指標とすることが適当
と考えられるが、対象が人権意識も含め人格形成途
上の児童・生徒であることから効果測定の難しさも
あり手法が確立されておらず、次年度に向けて、ア
ンケートの試行を行うなど、事業に対応した適切な
効果測定について、検討したい。

　指標２については、委員意見を踏まえると、質
（効果）の向上を図るような指標とすることが適当
と考えられるが、他者主催によるイベント会場の一
部分を利用しての実施であり主催者との調整も必要
であることから、今後検討していきたい。

　指標１及び２については、人権に関する教育・啓
発事業の特殊性を考慮した効果測定の手法を検討し
た上で、次年度以降指標として設定すべきではない
か。

　指標４については、業務改善の取組について、具
体的に何を成果とするのかが不明確であるため、
「指標設定等の考え方」に明確に記載すべきではな
いか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に指標に具体的に何を成果とするの
か記載した。

  指標４については、次年度以降の目標設定時には、
業務改善によって、どのくらい利用者の利便性が向
上したかなどを表す指標に変更すべきではないか。

　指標５については、人権への関心が高まっている
中、現状維持にとどまらず、新たな企業会員獲得を
していくことが重要である。指標数値の検討等を行
い、次年度以降指標として設定すべきではないか。

　指標５については、委員意見を踏まえ、次年度以
降指標数値等の検討を行う。

  指標５については、「第１回委員会及び調査を通じ
た委員意見」で示した内容を十分に踏まえて、次年
度以降の目標設定に向けた準備を着実に進めていた
だきたい。

（公財）東京都
人権啓発セン
ター
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において経営的な観点を踏まえた指標と
なっていないもの、団体の努力が反映される指標と
なっていないものが見受けられる。

　指標１から３までについては、それぞれについて
島しょ振興の中長期的な目標設定があるはずであ
り、それらとの連動を「指標設定等の考え方」に明
確に記載するべきではないか。

　指標１から３に加え、指標４・５についても委員
意見を踏まえ、「指標設定等の考え方」に中期実施
計画に基づき実施している事業であることを明記し
た。

　指標４については、アクセス数自体を目的化する
のではなく、利便性の向上など、アクセス数増加の
ための工夫を指標とすることが妥当と考えられるた
め、指標の検討等を行い、次年度以降、指標として
設定すべきではないか。

　指標４については、ホームページ「東京愛らん
ど」の認知度が必ずしも高く無いため、まずはアク
セス件数を増やし、公社事業の認知度向上を図って
いくことが重要である。このため、指標について
は、当初のとおりとしたいと考えている。しかし、
次年度以降は委員意見の指摘内容も視野に入れ、指
標を検討していきたい。

　指標４については、「第１回委員会及び調査を通
じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえて、次
年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進めてい
ただきたい。

　指標５については、通信販売売上高を公社職員一
人当たりで比較する必要性が感じられないため、他
の効率化指標に変更すべきではないか。

　指標５については、委員意見を踏まえ指標を変更
し、「指標設定等の考え方」に指標に係る事業の目
的等を具体的に記載した。

（公財）東京都
島しょ振興公社
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないもの、団体の努力が反映される指標
となっていないものが見受けられる。

　指標１については、集合研修に係る目標値である
が、実績値が安定している状況を踏まえると、メー
ルやＷｅｂ等を活用した新しい手法を検討し、次年
度以降指標として設定すべきではないか。

　

　指標１については、委員意見を斟酌すると、地方
自治体職員の税務レベルの維持・向上のためにメー
ルやWeb等を活用した新しい手法を導入することが
考えられる。当協会では、これまでセミナーに参加
できない税務職員の対応として、インターネットを
活用したｅ－ラーニング等の検討を進めていたとこ
ろである。しかし、東京税務セミナーは事例演習
（グループ討議）を中心に、実践的ノウハウの習得
とスキルアップを目指すものであり、また納税交渉
技法や滞納整理（財産調査）のための捜索技法な
ど、ロールプレイングを通じて実務スキルを習得す
る部分が強いため、eーラーニング等には馴染まな
い。このため、集合研修の更なる拡充に向けた募集
方法の改良なども視野に入れ、次年度に向けて可能
な範囲で新しい手法の導入を検討していく。

  指標１については、地方自治体職員の税務実務レベ
ルの維持・向上を図るため、集合研修の更なる拡充
やセミナーに参加できない税務職員への対応とし
て、新しい手法の導入を検討し、次年度以降指標と
して設定すべきではないか。

　指標２については、団体の意思で租税教室の実施
回数や実施単位（学年かクラスか）を設定できるも
のではないため、団体の努力が反映される指標に変
更すべきではないか。

　指標２については、委員意見を斟酌し、指標を
「受講者数」から「受講者の理解度」に変更した。

　指標３については、「税務職員の育成」という観
点で、習熟度等の効果がより明確となる指標に変更
すべきではないか。

　指標３については、委員意見を斟酌すると、研修
受講生の習熟度や満足度等を指標にすることが適当
であると考えられる。しかし、研修講師派遣研修で
は、これまでアンケート調査を実施していないこと
や、民間企業において類似した研修がないことか
ら、比較対象となる実績がない。そのため、今後、
研修受講生の満足度把握を行った上で、来年度に向
けて指標の変更を検討していく。
　なお、「指標設定等の考え方」については、一部
加筆する。

　指標３については、「第１回委員会及び調査を通
じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえて、次
年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進めてい
ただきたい。

　指標４については、事業認知度の向上を目的とし
たものであるが、団体の認知度向上ではなく、その
先の何を知ってもらうかということが重要であり、
指標設定等の考え方にそのことを明確に記載すべき
ではないか。

　指標４については、委員意見を斟酌し、「指標設
定等の考え方」に指標設定による効果を具体的に記
載した。

（公財）東京税
務協会

3
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、なぜこの指標を掲げているの
か説明が不足しており、誤解を与える可能性がある
ものが見受けられる。

　指標１については、自主事業の参加者数に限定し
た意図を「指標設定等の考え方」に記載すべきでは
ないか。

　指標１については、「指標設定等の考え方」に、
自主事業の参加者数に限定した意図として、公演や
人材育成・教育普及等の自主事業が各館での創意工
夫をより発揮しやすいものであることと、利用者層
の裾野の拡大を図ることが目的であることを記載し
た。

　指標２については、フォロワー数と来館行動等の
つながりが目的と手段の関係となるように「指標設
定等の考え方」に記載すべきではないか。

　指標２については、「指標設定等の考え方」に、
魅力的な情報発信を通して、若い世代をはじめとす
るより多くの方の来館行動につなげることを記載し
た。

　指標２については、次年度以降の目標設定時に
は、来館行動へのつながりをわかりやすく示す指標
を設定すべきではないか。

　指標３については、満足度だけでなく、不満をど
のように解消していくかを「指標設定等の考え方」
に記載すべきではないか。

　指標３については、「指標設定等の考え方」に、
検証・分析を通して改善を図ることを記載した。

　指標４については、業務フローの見直しなどを
行った上で、根本的な削減につなげていくことを
「指標設定等の考え方」に記載すべきではないか。

　指標４については、「指標設定等の考え方」に、
省資源化をはじめ事務改善の意識を促進し、業務フ
ローを見直す等、効果的・効率的な運営につなげる
ことを記載した。

（公財）東京都
歴史文化財団

4
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、なぜこの指標を掲げているの
か説明が不足しており誤解を与える可能性があるも
のが見受けられる。

　指標１については、総入場者数という指標もある
中で、総入場者率を設定した理由を「指標設定等の
考え方」に記載すべきではないか。

　指標１については、「指標設定等の考え方」に、
演奏会回数や会場規模により変動が生じる入場者数
よりも入場者率を目標として設定し、経年比較を行
うことを記載した。

　指標２については、都施策への具体的な貢献内容
を「指標設定等の考え方」に記載すべきではない
か。

　指標２については、「指標設定等の考え方」に、
被災地支援事業や多摩・島しょ地域での出張演奏や
楽器指導を通じて、都事業との連携を図ることを記
載した。

　指標３については、アクセス数だけを測るとそれ
が目的化してしまう。次年度以降は、利便性の向上
など、運営の中でどういう工夫がなされているかな
どの指標に変更すべきではないか。

　指標３については、「指標設定等の考え方」に、
ＨＰの見やすさ、検索のしやすさ等がより重要に
なっていることを記載し、都響の認知度と利用者の
利便性を向上させることを記載した。

　指標３については、インターネットを利用したチ
ケット購入数の増加などを踏まえ、次年度以降は、
利便性の向上などを具体的に表す指標に変更すべき
ではないか。

　指標４については、限られた予算の中で、最大限
の演奏環境を維持することを「指標設定等の考え
方」に記載すべきではないか。

　指標４については、演奏環境の維持等について
は、定量的な目標設定が困難であるが、演奏の質の
向上は楽団として重要であるため、個別の指標につ
いて記載する「指標設定等の考え方」への記載では
なく、団体の経営目標全体の考え方を記載する「経
営目標設定にあたっての考え方」に、演奏の質の向
上を図っていくことを記載した。

　指標５については、団体の努力を要する高い目標
水準といえるのではないか。

　指標５については、特に団体の努力を要する目標
水準といえるのではないか。

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。また、なぜこ
の指標を掲げているのか説明が不足しており誤解を
与える可能性があるものも見受けられる。

　指標１については、健常者と障害者の方が一緒に
利用できることに意義があり、そのようなことを
「指標設定等の考え方」に記載すべきではないか。

　委員の意見を踏まえ、以下のとおり対応する。

　指標１については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」にご指摘部分を追記した。

　指標２については、既に高い水準で達成されてい
るため、満足度等他の指標設定の取り方を行う準備
を進め、次年度以降、指標として設定すべきではな
いか。

　指標２については、委員意見を踏まえ、次年度に
向けて、他の指標設定を検討していく。

　指標２及び５については、「第１回委員会及び調
査を通じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえ
て、次年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進
めていただきたい。

　指標３については、スポーツイベントを実施する
だけではなくて、運営の改善をどのようにするかな
どの観点を「指標設定等の考え方」に記載すべきで
はないか。

　指標３については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」にご指摘部分を追記した。

　指標５については、管理費だけではなく、直接コ
ストの削減も重要である。次年度以降は、全体のコ
スト削減を意識した指標に変更すべきではないか。

　指標５については、委員意見を踏まえ、次年度に
向けて、他の指標設定を検討していく。

（公財）東京都
交響楽団

5

（公財）東京都
スポーツ文化事

業団
6
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。また、なぜこ
の指標を掲げているのか説明が不足しており、誤解
を与える可能性があるものも見受けられる。

　指標１については、既に高い水準で達成されてい
る。次年度以降は、他の指標に変更すべきではない
か。

　委員意見を踏まえ、全指標について採用理由を明
確に記載。

　指標１については、委員意見を踏まえ、次年度は
他の指標への変更を検討していく。

　指標１については、「第１回委員会及び調査を通
じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえて、次
年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進めてい
ただきたい。

　指標２については、有料会員、無料会員それぞれ
の獲得手段等を明確に整理して、指標設定している
ことを「指標設定等の考え方」に記載すべきではな
いか。

　指標２については、スポーツ振興の視点により設
定したものであり、有料・無料に関わらず、会員総
数の増加により、メルマガ等でのスポーツに関する
情報の受け手が増え、スポーツに触れる機会の増加
に寄与することを目的としている。そのため、有
料・無料を区別した獲得手段はとっておらず、アプ
リの拡充など全会員を対象としたコンテンツの充実
を図り、会員総数が増加することを目標とした。

　指標３及び５については、同規模の世界の大会、
また国内の他のマラソンと比べてどのような水準に
あるかを「指標設定等の考え方」に記載すべきでは
ないか。

　指標３及び５については、委員意見を踏まえ、公
表されている範囲での国内及び国外の大会との比較
を記載した。ただし、チャリティについては、各大
会ごとに仕組みが異なるため、一概に比較すること
は難しい。また国内は、他大会への配慮のため、例
示はしないこととした。

　一部指標において経営的な観点を踏まえた指標と
なっていないもの、団体の努力が反映される指標と
なっていないものが見受けられる。

　指標１から３までについては、事業計画どおり執
行するものであり、発注者側の状況によって達成度
が左右されるため、目標達成に向けた課題や対策が
分かるよう、「指標設定等の考え方」に明確に記載
すべきではないか。

　指標１から３については、委員意見を踏まえ、
「指標設定等の考え方」に、目標達成に向けた課題
や対策が分かるよう、目標値設定までと設定後のそ
れぞれのプロセスにおける課題と対策について、具
体的に記載した。
　

　指標４については、超過勤務時間の削減が、経営
における喫緊性の高い課題であることを、「指標設
定等の考え方」に明確に記載すべきである。

　指標４については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に、超過勤務時間の削減の重要性と
課題及びその対応策について具体的に記載した。

　指標４については、業務量の平準化を図るには、
次年度以降の目標設定時には、例えば「月○時間超
の残業をしている人の割合を把握し、それを半減さ
せる。」といった指標とすべきではないか。

　指標５については、同じ土地を継続して貸し付け
ているケースが多いのであれば、実績にそれほど変
動が見られず、適切な目標値であるのか不明であ
る。継続して利益を確保するためのプロセスを「指
標設定等の考え方」に明確に記載すべきではない
か、また、次年度以降、収益率を指標とすることも
検討すべきではないか。

　指標５については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に、継続して利益を確保するための
プロセスについて、収入確保と支出抑制や、賃料改
定などの毎年度の経営努力の状況について、具体的
に記載した。次年度以降、収益率とすることについ
て、検討していく。

　指標５については、「第１回委員会及び調査を通
じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえて、次
年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進めてい
ただきたい。

（一財）東京マ
ラソン財団

7

（公財）東京都
都市づくり公社

8
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。また、なぜこ
の指標を掲げているのか説明が不足しており誤解を
与える可能性があるものも見受けられる。

　指標１については、公社住宅が抱える課題や子育
て世帯の入居拡大を指標に設定した意図を「指標設
定等の考え方」に記載すべきではないか。

　指標１については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に子育て世帯の入居拡大を指標にし
た意図、公社が抱える課題を記載した。

　指標２については、「環境に配慮した住まいの実
現」に関する指標を設定するのであれば、ＬＥＤ化
の効果が明確になるよう、コスト削減、環境負荷低
減効果を指標として設定すべきではないか。また、
建替再編など本質的な課題に対する指標設定を検討
すべきではないか。

　指標２については、委員意見を踏まえ、指標を
「ＬＥＤ化率」からＬＥＤ化による「環境負荷低減
効果」に変更した。なお、建替再編については、公
社の重要な課題として認識しているが、都市計画の
変更など関係機関との協議が数年間に亘るため、よ
り適切な指標設定となるよう、十分に検討してい
く。

　指標２については、次年度は、住宅ストックの長
期活用、住宅のセーフティーネット構築など本質的
な課題に関する指標を設定すべきではないか。

　指標３については、既に高い水準で達成されてい
る。利便性向上や満足度を測ることができる単位に
変更すべきではないか。

　指標３については、委員意見を踏まえ、利便性向
上を測る指標として、「インターネットによる入居
申込み割合」に変更した。

　指標５については、入居率、収納率との関連が分
かるようにした上で、収入額増加への取組内容を
「指標設定等の考え方」に記載すべきではないか。

　指標５については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に入居率と収納率を記載した上で、
収入増加への取組内容を記載した。

 東京都住宅供給
公社

9
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。また、なぜこ
の指標を掲げているのか説明が不足しており誤解を
与える可能性があるものも見受けられる。

　指標１については、既に安定的に実施されている
見学事業を指標とすることは疑問である。社会科見
学での子供の意識等、見学事業による効果等が指標
として妥当であり、効果検証を行う準備等を進め、
次年度以降指標として設定すべきではないか。

　経営目標設定にあたっての考え方に団体の特徴を
記載した。

　指標１については、委員の意見を踏まえ、「実施
回数」に加えて、新たに見学事業による効果につい
てのアンケートも指標とし、満足度90％以上を目指
すよう変更した。更に、よりよい見学事業とするた
めの効果等を示すにふさわしい指標について、効果
検証の準備を進め、次年度以降の目標設定時に検討
する。

　
　指標１及び４については、「第１回委員会及び調
査を通じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえ
て、次年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進
めていただきたい。

　指標２については、来館者数自体を目的化するの
ではなく、来館者数を増やすことの効果を「指標設
定等の考え方」に明確に記載すべきである。その上
で、開館直後の今年度はともかく、次年度以降の目
標設定時には、来館者の満足度、理解度を指標とす
ることを検討すべきではないか。

　指標２については、来館者数が水素社会実現に向
けた社会的受容性向上のためのベースとなる指標で
あることを記載する。また、委員の意見を踏まえ、
今年度から「来館者数」に加え、満足度90％以上を
目指すよう変更した。

　指標２については、次年度以降の目標設定時に
は、来館者の満足度、理解度を主たる指標とすべき
ではないか。

　指標３については、メンバー登録数を指標に設定
した意図を「指標設定等の考え方」に明確に記載す
べきではないか。なお、目標水準については、前年
度末75％増を目指すものであり、団体の努力を要す
る高い水準といえるのではないか。

　指標3については、委員の意見を踏まえ、WEBメ
ンバー登録数を指標にした意図を「指標設定等の考
え方」に記載した。

　指標３については、特に団体の努力を要する目標
水準といえるのではないか。

　指標４については、研究成果の還元を目的とする
ならば、発表数よりも研究成果がどのように活用さ
れているかを測る成果指標（科研費の獲得額等）が
妥当であり、検証の準備等を進め、次年度以降の目
標設定時に検討すべきではないか。

　指標４については、研究所は、平成27、２８年度
に今後のあり方を検討し、環境施策をリードする調
査研究を行い、国内外にも影響力のある成果を発信
できる研究機関を目指しており、昨年度、文科省の
学術研究機関の指定を受け、今年度初めて科研費を
取得したところである。このように、今年度は、ま
だ改革の途上であることも踏まえ、学術界や社会へ
の還元にも繋がる学会等発表件数を指標としたい。
次年度以降は、委員意見を踏まえ、研究成果がどの
ように活用されているかを測る成果指標について、
検証の準備を進め、次年度以降の目標設定時に検討
する。

　指標５については、超過勤務時間の削減が、経営
における喫緊性の高い課題であることを、「指標設
定等の考え方」に明確に記載すべきではないか。

　指標５については、委員の意見を踏まえ、超過勤
務時間の削減における具体的な方策を示し、これが
社全体としての業務の効率化につながることを「指
標設定の考え方」に記載した。

   指標５については、一時的な業務量の増に対応す
るための応援体制を構築するのであれば、次年度以
降の目標設定時には、例えば「月○時間超の残業を
している人の割合を把握し、それを半減させる」と
いった指標とすべきではないか。

（公財）東京都
環境公社

10
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

11 （公財）東京都
福祉保健財団

　一部指標において、設定の考え方を明確にすべき
と考えられるものが見受けられる。

　指標１から３までについて、団体が実施する数あ
る事業の中で、当該事業を経営目標の成果指標とし
た理由及び目標を達成するために行う行動を「指標
設定等の考え方」に明確に記載すべきではないか。

　また、経営的な視点から、次年度以降の目標設定
時には、財団全体のコスト構造や経営効率に関する
指標、包括的な成果指標（第三者評価による質の向
上、自主事業の拡大等）に変更すべきではないか。

　指標１から３まで、当財団が実施している事業の
中で、経営目標の指標とした理由及び目標を達成す
るために行う行動を「指標設定等の考え方」に記載
した。
　次年度以降の経営目標に関しては、委員会委員の
意見も踏まえて、財団経営の観点から、当財団の存
在意義や使命に即した経営目標に関する指標検討を
行う。 　次年度以降の指標検討については、経営的な視点

から、財団全体のコスト構造や経営効率に関する指
標、包括的な成果指標に変更すべきではないか。

　一部指標において、設定の考え方を明確にすべき
と考えられるものが見受けられる。

　指標２については、絶対数だけでは、目標値の妥
当性を判断することができないため、研究員一人当
たりの論文数に変更すべきではないか。また、論文
数を維持することが、どれだけ困難なことであるの
かを「指標設定等の考え方」に明確に記載すべきで
はないか。

　指標２（現：指標１）については、委員意見を踏
まえ、論文の本数から論文への寄与度に変更をし
た。

　
　指標2（現：指標１）については、特に団体の努力
を要する目標水準といえるのではないか。
　

　指標３について、ライセンス収入の獲得により都
からの補助金の割合を減らすための目標とも読める
が、研究成果の社会還元が目的ということであれ
ば、そのことを「指標設定等の考え方」に明確に記
載すべきではないか。

　指標３（現：指標４）については、委員の意見を
踏まえ、研究成果の社会還元（実用化）を推進して
いくには企業との契約をすることが重要であること
から、産学連携関連契約の件数を目標とした。

　指標４については、満足度を指標とするなど団体
の努力の効果が見える指標にしてはどうか。また、
医学総合研究所は、都に密着した問題について研究
を行うという個性を持った団体である。例えば、都
立病院との臨床連携に関する成果指標付加価値の高
い研究に特化した指標を検討してもよいのではない
か、以上に関し、指標の検討を行い、次年度以降の
目標設定時に変更すべきではないか。

　指標４(現：指標５）については、委員意見を踏ま
え、都民講座の参加者による満足度を指標とした。
なお、この他に都立病院連携に関する指標が望まし
いという意見をいただいた。現在都立病院とはカン
ファレンスやフォーラムの実施など、連携研究を進
めるための取組をしているが、単年度で数値化でき
るような指標かつ経営目標とする妥当な指標を現状
把握することが困難であるため、今後の検討課題と
する。

　指標４（現：指標５）については、「第１回委員
会及び調査を通じた委員意見」で示した内容を十分
に踏まえて、次年度以降の目標設定に向けた準備を
着実に進めていただきたい。

　指標５については、財政的な自立度が図れるもの
として、次年度以降、研究費における都以外の外部
機関からの獲得金額の比率に指標を変更すべきでは
ないか。

　指標５（現：指標２）については、委員の意見を
踏まえ、東京都からの資金であるプロジェクト研究
費と外部研究費との比率を指標とした。

　また、委員の意見を踏まえ、指標の順番を変更し
た。

（公財）東京都
医学総合研究所
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、より団体の経営課題に対応し
たものとすべきと考えられるもの、指標設定等の考
え方を明確にすべきと考えられるものが見受けられ
る。

　指標２については、「アウトリーチ」というと抽
象的な内容に見えるおそれがあるので、具体的な取
組を「指標設定等の考え方」に明確に記載すべきで
はないか。

　指標2については、委員意見を踏まえ、「指標設定
等の考え方」に指標に係る具体的な取組を記載し
た。

　

　指標３については、利用者の高齢化や日雇労働市
場の衰退等の現状を踏まえた上で、団体がどのよう
に努力して目標達成を目指すのかを「指標設定等の
考え方」に明確に記載すべきではないか。

　指標３については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」にどのように努力して目標達成を目
指すのかを具体的に記載した。

　指標４については、地元からの要望を踏まえたも
のであること等、地域クリーンアップを実施するこ
との意義・重要性を、「指標設定等の考え方」に明
確に記載すべきではないか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に指標に係る事業の意義・重要性を
具体的に記載した。

　なお、次年度以降の目標設定に当たっては、ＮＰ
Ｏ等との連携実績等、新たな支援に係る指標設定を
検討すべきではないか。

　なお、次年度以降の目標設定に当たっては、より
団体の経営課題に対応した指標設定について検討す
る。

　次年度以降の目標設定に当たっては、「第１回委
員会及び調査を通じた委員意見」で示した内容を十
分に踏まえて、準備を着実に進めていただきたい。

（公財）城北労
働・福祉セン
ター
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、団体の経営課題を踏まえたも
のになっていないものが見受けられる。

　指標１から３までについて、団体が、他の施設で
は受入れが進まない措置入所児童や被虐待児童、重
度障害者を積極的に受け入れ、公的役割を果たすと
いう目標は、既に達成され、安定的に行われている
と評価できる。また、目標達成には、施設の定員等
の団体の努力だけでは達成が困難な要素も含まれて
いるため、より団体の努力が反映される指標が望ま
しいと考えられる。将来的に一般の社会福祉法人化
を目指すのであれば、第三者評価での満足度や離職
率等、民間との競合に係る成果指標の検討を行い、
次年度以降の目標設定時に変更すべきではないか。

　指標１については、委員意見を踏まえ、サービス
の質の向上を図る指標として、「福祉サービス第三
者評価の利用者調査結果で『利用者・子どもの気持
ちを尊重した対応がされている』と回答した割合」
に変更した。

　指標２については、委員意見を踏まえ、将来の一
般社会福祉法人化に向け、質の高い人材の安定的な
確保が必要となることから、「固有職員の離職率」
を指標化し、人材育成、職場環境の整備に取り組ん
でいく。

　指標３については、委員意見を踏まえ、施設の定
員に左右されず、より団体の努力が反映される指標
として、「障害施設入所者の地域生活への移行者
数」を指標化した。障害施設入所の地域生活移行
は、利用者のニーズに対し、団体が自らのノウハウ
を活用し主体的に取り組むことで実現するものであ
り、利用者本位のサービスの提供の達成状況を測る
うえで、団体の努力が反映される指標であると考え
る。

　指標３については、特に団体の努力を要する目標
水準といえるのではないか。

　指標４について、「絶対数」だけでは、目標値の
妥当性を判断することができないため、成果指標を
「割合」に変更すべきではないか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、指標を
「アフターケアの実施人数」から対象者に対する
「アフターケアの実施率」に変更した。

15 （公財）東京都
保健医療公社

　一部指標において、団体の経営課題を踏まえたも
のになっていないものが見受けられる。

　指標４については、薬品以外にも、複数病院を運
営している特性を活かしたコスト削減項目を加える
ことが妥当と考える。指標数値の検討等を行い、次
年度以降の目標設定時に指標を変更すべきではない
か。

　なお、次年度以降の目標設定に当たっては、「病
床利用率」や「単価」、「人件費比率」といった総
合的な成果指標も設定すべきではないか。

  指標４について、現在公社では、公社６病院のス
ケールメリットを活かした共同購入の取組や高額医
療機器の保守委託の見直し等を行っている。そのた
め、次年度以降の指標検討の際には、複数病院を運
営している特性を活かしたコスト削減項目に最適な
指標の設定に努めていく。
　
  また、ご指摘の病床利用率や単価の向上、人件費比
率の縮減は重要な課題と認識しており、その取組結
果が「医業収支比率」に反映されると考えている。
今年度は、「新入院患者数」「紹介患者数」「救急
車搬送患者数」を指標として設定し、より多くの
方々にご利用いただき、病床利用率等の向上を図っ
ていく。次年度以降の目標設定に当たっては、総合
的な成果指標も視野に入れて検討していく。

　

　

　次年度以降の目標設定に当たっては、「第１回委
員会及び調査を通じた委員意見」で示した内容を十
分に踏まえて、準備を着実に進めていただきたい。

（社福）東京都
社会福祉事業団
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないもの、指標設定等の考え方を明確に
すべきと考えられるものが見受けられる。

　公社は、中小企業の総合的な経営支援機関として
の役割をこれまで以上に果たしていくために、中小
企業が抱える課題をより的確に把握し、課題解決を
図る体制を整え、中小企業支援に取り組んでいく。
そのために、以下の成果指標を掲げる。

　指標１から３までについては、支援を行った成果
や満足度などを成果指標とすることが妥当と考える
ため、指標数値の検討等を行い、次年度以降の指標
設定時に変更すべき。

　指標１～３については、以下のとおり支援を行っ
た成果や満足度などに関する成果指標へと変更し
た。
・指標１「商談マッチング件数」を「ハンズオン支
援対象企業の新規掘り起し件数」に変更
・指標２「マーケティングを重視した企業巡回数」
を「中小企業の新事業創出件数」に変更
・指標３「TOKYO創業ステーションにおける事業
化支援数」を「利用者満足度」に変更

　指標１については、特に団体の努力を要する目標
水準といえるのではないか。

　指標４については、実績とする事業の定義を「指
標設定等の考え方」に明確に記載すべきではない
か。

　指標４については、「指標設定等の考え方」に実
績とする事業の定義を記載した。

　指標５については、業務の見直しなど、団体全体
の取組を踏まえた効率化の指標を設定すべきではな
いか。

　指標５については、指標を「秋葉原庁舎電力使用
量」から「職員提案等による業務改善テーマ数」に
変更した。

　指標５については、次年度以降の目標設定時に
は、業務改善によって、どのくらい利用者の利便性
が向上したか（助成金の申請から承認までの日数の
低減など）を表す指標に変更すべきではないか。

（公財）東京都
中小企業振興公
社

16

17



団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。また、なぜこ
の指標を掲げているのか説明が不足しており誤解を
与える可能性があるものも見受けられる。

　指標１については、外部環境の影響を受けやすい
ため、就職困難層への取組などを反映できる成果指
標とすることが妥当と考えられることから、指標数
値の検討等を行い、次年度以降の指標設定時に変更
すべきではないか。

　指標１については、当初のとおり、しごとセン
ター全体の就職件数を指標としたいと考えている。
また、委員意見を踏まえた就職困難層への取組を反
映できる成果指標の設定については、次年度以降に
向けて検討していく。
　

　指標１については、「第１回委員会及び調査を通
じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえて、次
年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進めてい
ただきたい。

　指標２については、就業機会の確保のためには人
材教育等の他の手段もある中で、この指標を設定し
た理由を「指標設定等の考え方」に明確に記載すべ
きではないか。

　指標２については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に本指標設定の理由を具体的に記載
した。

　指標４については、満足度向上だけではなく、満
足度調査で判明した不満をどのように解消していく
かという視点が重要であり、そうしたアプローチを
「指標設定等の考え方」に明確に記載すべきではな
いか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、満足度調
査により判明している、個別の改善すべき項目の向
上を図ることで、総合評価を高めることを目指すこ
とを「指標設定等の考え方」に記載した。

　指標５については、業務フローの見直し等による
根本的な削減を目指すべきであり、そうした工夫が
分かるよう、「指標設定等の考え方」に明確に記載
にすべきではないか。

　指標５については、今年度、業務改善の取組の中
で、業務フローの見直し等を図る取組を進めてお
り、委員意見を踏まえ、その旨を「指標設定等の考
え方」に記載した。

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないもの、指標設定等の考え方を明確に
すべきと考えられるものが見受けられる。

　指標１については、支援の成果を反映できる指標
が妥当であり、成果の検証を行う等準備を進め、次
年度以降の目標設定時に検討すべきではないか。

　

　指標１については、チャレンジ農業支援事業にお
ける女性起業支援メニューは担い手の多様化を狙い
として、今年度から専門家派遣数の枠を拡充したこ
とから、指標として設定する。次年度以降は、委員
意見を踏まえ、財団全体の事業も勘案した上で、農
家への支援の成果を反映できる指標の設定について
検討する。

　指標１及び２については、「第１回委員会及び調
査を通じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえ
て、次年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進
めていただきたい。

　指標２については、アクセス数自体を目的化する
のではなく、利便性の向上など、アクセス数増加の
ための工夫を指標とすることが妥当と考えられるた
め、指標数値の検討等を行い、次年度以降指標とし
て検討できないか。

　指標２について、webサイトについては、「農家
等へのインタビュー記事や、東京産食材を使用する
飲食店等の情報の掲載・充実」、「PRチラシの配
布」などアクセス数増加に向けた工夫を行う予定で
あるが、当サイトは設立初年度であるため、今年度
はアクセス数を指標として設定し、アクセス数増加
のための工夫の指標化については、今後の運用実績
を踏まえ、来年度以降検討する。

　指標５については、業務フローの見直し等による
根本的な削減を目指すべきであり、そうした工夫が
分かる記載にすべきではないか。

　指標５については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に事務フロー見直しに関する具体的
な記載を追記した。

（公財）東京し
ごと財団
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（公財）東京都
農林水産振興財
団
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　各指標において、なぜその指標を掲げているのか
説明が不足しており、誤解を与える可能性があるよ
うに見受けられる。

　指標１及び２については、団体の役割と成果が、
指標と結びついていることが分かるように「指標設
定等の考え方」に明確に記載すべきではないか。

　指標１及び２については、委員意見を踏まえて説
明を補うため、「指標設定等の考え方」に当財団の
役割と成果が指標と結びついていることの説明を追
加した。

　

　指標２については、特に団体の努力を要する目標
水準といえるのではないか。

　指標３については、団体の役割と成果が、指標と
結びついていることが分かるよう、また、上昇傾向
のトレンドの中で、過去３か年の平均値をベンチ
マークとして目標を設定していることについても
「指標設定等の考え方」に明確に記載すべきではな
いか。

　指標３については、委員意見を踏まえて説明を補
うため、「指標設定等の考え方」に当財団の役割と
成果が指標と結びついていることの説明を追加し
た。
　また、委員意見を踏まえ、上昇傾向のトレンドの
中で、過去３か年の平均値をベンチマークとして目
標を設定していることの説明を追加した。

　指標４については、都内の企業数からすると、ま
だまだ会員数が少ないよう見えるため、「指標設定
等の考え方」に、この規模を妥当とする説明を記載
すべきではないか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、現在の会
員数規模や今後の取組の考え方について、説明を追
加した。

　指標５については、「指標設定等の考え方」に、
業務フローの見直し等の根本的な削減にはつなげる
ための方策を記載すべきではないか。

　指標５については、委員意見を踏まえ、業務フ
ローの見直しなど、根本的な削減につなげるための
具体的な方策を追加した。

　指標５については、次年度以降の目標設定時に
は、例えば「月○時間超の残業をしている人の割合
を把握し、それを半減させる」といった指標とすべ
きではないか。

（公財）東京観
光財団
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。また、なぜこ
の指標を掲げているのか説明が不足しており誤解を
与える可能性があるものも見受けられる。

　指標１については、既に高い水準で達成されてい
る。次年度以降は、生物多様性の保全や、４園全て
の満足度に関する指標に変更するべきではないか。

　指標１については、委員意見を踏まえ、次年度以
降、生物多様性の保全や満足度に関連する指標を検
討することとする。

　指標１については、「第１回委員会及び調査を通
じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえて、次
年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進めてい
ただきたい。

　指標２については、事業の重要度や実施の目的、
効果を「指標設定等の考え方」に記載すべきではな
いか。目標水準については、園内で大規模工事を
行っている中でも過去３か年の最大値を上まわるも
のであり、高いものといえるのではないか。

　指標２については、委員意見を踏まえ、「キー
パーズトーク」が、ー般には知られていない動物の
生態や飼育上の苦労など飼育担当者ならではの情報
を伝えることで、来園者により動物の魅力を感じて
もらい、理解を深めてもらうといった目的・効果が
ある取組である旨を「指標設定等の考え方」に追記
する。また、来園したからこそ聞ける情報として来
園者から好評である旨などを追記する。

　指標２については、特に団体の努力を要する目標
水準といえるのではないか。

　指標３については、実施することが目的となって
しまっている。人数や満足度を測ることができる単
位に変更すべきではないか。

　指標３については、委員意見を踏まえ、今年度に
関しては指標を変更する。世界中で多くの種が絶滅
の危機に直面する中、都立動物園では多様な種の域
内外保全活動に取り組んでおり、「動物を『まも
り、育てる』取組み」を一層進めるため、飼育管理
技術や保全・繁殖を推進する技術の向上が求められ
る。こうした技術の向上を実現するためには、各種
機関と連携した機能強化を図ることが有用であるこ
とから、大学や研究機関等との連携による共同研究
等の件数を新たな指標とする。なお、来年度以降
は、上記研究等を広く都民に発信する講演会やシン
ポジウムに関して、参加者の満足度等を指標とする
ことを検討し、評価方法確立への取組を推進する。

　指標３については、今後も協会が持つ強み（絶滅
危惧種保護、飼育繁殖技術等）や生物多様性の重要
性を研究成果として講演会やシンポジウムで発信
し、次年度は参加者の満足度等を指標とすべきでは
ないか。

　指標４については、４園の役割や機能の分担を明
確にして取り組んでいることや、４園を合わせて管
理しているメリットを「指標設定等の考え方」に記
載すべきではないか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、「Visit
ほっと Zoo」のイベントが、各園の冬ならではの見
どころや個性を出したイベントの開催や企画展示を
実施するとともに、４園連携のスタンプラリーを開
催しており、周遊性の高い取組として実施している
取組である旨を「指標設定等の考え方」に追記す
る。

　指標５については、各園の課題に応じてコスト分
析を実施して取り組んでいくことを「指標設定等の
考え方」に記載すべきではないか。

　指標５については、委員意見を踏まえ、目標達成
への取組みの中で、管理費を圧縮することで生み出
した事業費をより有効に活用するため、各園の課題
等を分析した上で、その解決のための財源として必
要な部門へ配付することとし、その内容を「指標設
定等の考え方」に記載する。

（公財）東京動
物園協会
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　全ての指標について、団体の経営課題を踏まえた
もの、団体の努力が反映されるものとなっていない
と思われる。

　指標１については、インバウンド増加、為替レー
ト等の外部要因に依るところが大きいため、団体の
努力が反映される指標に変更すべきではないか。

　委員の意見を踏まえ、下記のとおり、経営目標の
修正及び差替えを行う。

　指標１（現：指標２）については、都立９庭園各
園のおもてなしの取組や来園促進の取組がより反映
される指標である、都立９庭園全入園者数に修正す
る。

　指標２については、優先順位の高い課題であると
は言えないため、施設管理や満足度向上、苦情対応
等といった公園の魅力を高める取組みを指標とすべ
きではないか。

　指標２（現：指標１）については、協会が管理す
る公園等から、人気が高く、来園者数が多い１０施
設程度を抽出し、顧客満足度調査における、「園内
の安全・安心感」「トイレ・休憩所などの施設の清
掃状況」「園内の情報・案内」の３つの項目の満足
度に差し替える。

　指標２（現：指標１）については、特に団体の努
力を要する目標水準といえるのではないか。

　指標３及び４については、業務レベルの目標であ
ると考える。より団体の努力が反映される指標を検
討すべきではないか。

　指標３については、防災公園の指定管理者とし
て、発災時において、多数の近隣住民等が公園の防
災関連施設を活用し、避難場所等としての防災公園
の機能が最大限発揮されるよう努なければならない
と考える。そのためにも、自治会、企業等近隣の団
体と連携した防災訓練を実施し、訓練への参加団体
の拡充を図っていく。よって、指標を防災訓練の参
加団体数に修正する。

　指標４については、主に本社管理部門の費用の削
減に努め、より一層、事業を拡充していくために、
管理費比率に差し替える。

　指標５については、協会自身の現状把握や他の事
業者との比較、コスト分析などを踏まえた上で、収
益確保の具体策を指標とすべきではないか。

　指標５については、今後、収益事業の分析を今ま
で以上に行ったうえで、具体的な指標に落とし込ん
でいきたい。そのため、今年度については、公園収
益事業収入額（暦年）を指標とさせていただきた
い。

　指標５については、「店舗のタイプ別分析」や
「店舗ごとの課題設定」を行った上で、次年度には
収益確保の具体策を指標とすべきではないか。

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。また、なぜこ
の指標を掲げているのか説明が不足しており誤解を
与える可能性があるものも見受けられる。

　指標１及び２については、都の事業計画に基づい
た数値目標に対する、公社の達成に向けた対策や努
力のプロセスを「指標設定等の考え方」に記載すべ
きではないか。

　指標１及び２については、委員意見を踏まえ、
「指標設定等の考え方」に目標達成に向けた対策や
努力のプロセスを具体的に記載した。
　

　指標３については、イベントを実施するのは当然
であり、予算を使えば成果が出るものと考える。他
の指標に変更すべきではないか。

　指標３については、委員意見を踏まえ、指標を
「啓発事業への参加者数」から、継続的に参加者目
線での事務改善を図るための指標として、「教育・
啓発事業の参加者の満足度」へ変更した。

　指標５については、駐車場の売上は立地に依存す
るため、収入は努力目標にならないと考える。1人当
たりコストの指標に変更すべきではないか。

　指標５については、委員意見を踏まえ、コスト縮
減と収入増加を図るため、指標を「一人当たり収
入」から「利益率」へ変更した。

　指標５については、効率的な駐車場経営には継続
的なコスト縮減が必要なことから、次年度は一人当
たりコストを指標とすべきではないか。

（公財）東京都
公園協会
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（公財）東京都
道路整備保全公
社
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、指標設定の考え方が明確に
なっていないものが見受けられる。

　指標２については、博物館・防災館の来館を通じ
て、防災に関する普及啓発を行い、地域の防災訓練
への参加につなげていくこと等、防災館・博物館の
意義・期待する効果を「指標設定等の考え方」に明
確に記載すべきではないか。

　指標２については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に防災館・博物館の意義・効果を記
載した。

　指標３については、「自信度」という表現が一般
的には分かりづらいため、「ＡＥＤと心肺蘇生への
理解度を更に向上させるため、従来の実績を超える
目標値を設定する」等の旨を「指標設定等の考え
方」に明確に記載すべきではないか。

　指標３については、委員意見を踏まえ、「指標設
定等の考え方」に「自信度」の定義を詳細に記載し
た。

　指標４については、少ない経費で来館者を多く獲
得することを測る指標であれば、分子を「防災思想
普及事業」の経常費用全額ではなく、減らすべき費
用に絞り込んだ指標に変更すべきではないか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、分子を固
定化された人件費を除いた事務費とした「博物館・
防災館の来館者１人あたりの事務費」に指標を変更
した。
　※事務費＝事業費ー人件費

　一部指標において、指標設定の考え方が明確に
なっていないものが見受けられる。

　指標１及び２については、信頼を確保・維持しな
がら施設経営を行っていく重要性をより明確にする
ため、「指標設定等の考え方」に団体を取り巻く状
況等を具体的に記載すべきではないか。

　ご意見を踏まえ、団体を取り巻く状況等につい
て、「経営目標設定にあたっての考え方」にまとめ
た。

　指標１及び２については、「目指す姿に向けた方
策」「指標設定の考え方」を背景を踏まえた記述に
修正した。

　指標４については、アクセス数自体を目的化する
のではなく、利便性の向上など、アクセス数増加の
ための工夫を指標とすることが妥当と考えられるた
め、指標の検討等を行い、次年度以降の指標として
設定すべきではないか。

　指標４については、「指標設定の考え方」に利便
性の向上を目指すことを明記した。適切な指標のあ
り方については、今後検討していく。

　指標４については、「第１回委員会及び調査を通
じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえて、次
年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進めてい
ただきたい。

（公財）東京防
災救急協会
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（株）東京スタ
ジアム
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。

　指標１については、毎年度達成されており、それ
を継続するための団体の具体的な対策が重要である
ことから、ヒヤリ・ハットへの対応等の指標に変更
すべきではないか。なお、無事故の継続を目指すと
いうことについては、「経営目標設定にあたっての
考え方」に記載してはどうか。

　指標1について、今年度は、鉄道事業者の使命であ
る安全輸送を実現した上で、さらに安定輸送をも実
現するために、輸送障害件数を指標とし、達成が困
難である輸送障害０件を目標値とした。次年度につ
いては、委員意見を踏まえ、輸送の安全確保のため
の具体策を指標とする。なお、無事故の継続を目指
すということについては、「引き続き鉄道事業者の
最大の使命である無事故運転を含めた安全輸送の実
現」を目指す旨を、「経営目標設定にあたっての考
え方」の欄に記載した。

　指標１については、「第１回委員会及び調査を通
じた委員意見」で示した内容を十分に踏まえて、次
年度以降の目標設定に向けた準備を着実に進めてい
ただきたい。

　指標２については、駅舎塗装よりも設備改修の方
が重要であり、指標として適当でないと考える。全
体的な設備更新などの指標に変更すべきではない
か。

　指標2については、委員意見を踏まえて、駅舎の大
規模改修における実施項目の進捗を指標とした。

　指標３については、費用を投入すれば、目標達成
できてしまう面もあるため、混雑率、満足度等の顧
客に関する指標に変更すべきではないか。

　指標3について、混雑率については、H30の運行
管理システム更新後でないとダイヤ改正を実施でき
ないため、混雑率改善に向けた取組は、ダイヤ改正
後に本格的に実施することを検討している。また、
満足度については、今年度新たに満足度調査を行う
予定であるが、調査項目等が未定であるため、現時
点では指標化は困難である。そこで、沿線地域の活
性化を目的とした「当社主催のイベント」の参加者
数を指標とする。

　指標３及びコスト関係の指標設定については、
「第１回委員会及び調査を通じた委員意見」で示し
た内容を十分に踏まえて、次年度以降の目標設定に
向けた準備を着実に進めていただきたい。

　また、コスト関係の指標も重要であるため、営業
係数や人件費など、指標数値等の検討を行い、次年
度以降、指標として設定すべきではないか。

　また、今年度は利益を圧縮しても修繕更新を集中
的に進めるという会社方針のもと積極予算をとって
いるが、一方で、更なる不要なコストの削減や費用
対効果を意識した取組も必要なことから、次年度以
降にコスト関係の指標を設定することを検討してい
く。

 多摩都市モノ
レール（株）
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。

　指標１については、毎年度達成されており。それ
を継続するための団体の具体的な対策が重要である
ことから、ヒヤリ・ハットへの対応等の指標に変更
すべきではないか。なお、無事故の継続を目指すと
いうことについては、「経営目標設定にあたっての
考え方」に記載してはどうか。

　指標１については、委員意見を踏まえ、指標を
「事故件数（当社責任によるもの）」から「「気づ
き・気がかり」＆「ヒヤリ・ハット」改善取組件
数」に変更し、無事故の継続を目指すということに
ついて「経営目標設定にあたっての考え方」に記載
した。

　指標２については、達成自体が外的要因に大きく
左右されるものと考える。団体の努力が反映される
指標への変更を検討すべきではないか。

　指標２（現：指標３）については、委員意見を踏
まえ、指標を「輸送人員」から「営業収益」に変更
し、これに伴い、視点を「利用者・都民本位」から
「収益増加」に変更した。

　指標３については、２０２０年東京大会後のレガ
シーとするためにも、施設整備をどのように進めて
いくのかということが重要だと考えらえるので、そ
のことを「指標設定等の考え方」に明確に記載すべ
きではないか。

　指標３（現：指標２）については、委員意見を踏
まえ、「指標設定等の考え方」を2020年東京大会
後のレガシーを見据えた内容に修正した。

　なお、旧指標２の視点の変更に伴い、旧指標２と
３の順番を入れ替えている。

　指標４については、この指標を設定した理由、ま
た、なぜ昨年度と同水準とするのかといったことを
団体の状況も踏まえて、「指標設定等の考え方」に
明確に記載すべきではないか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、当年度の
利益水準等を踏まえた数値の目標値に変更した。

27
（株）多摩
ニュータウン開
発センター

　団体の使命や役割などを踏まえ経営的な観点から
指標等の設定がなされているものと考える。

　指標２については、団体の努力を要する高い目標
水準と言えるのではないか。

　当社の使命や役割をご理解いただき、指標につい
ても評価していただいた。
　この目標を達成できるよう、全社一丸となって取
り組んでいく。

　指標２については、特に団体の努力を要する目標
水準といえるのではないか。

 東京臨海高速鉄
道（株）

26
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。

　指標１及び２については、共に稼働率を指標とし
ていることから、一方は国際会議の誘致実績やコス
トに関する指標とするなど、別の観点で目標設定す
べきではないか。

　指標２については、委員意見を踏まえ、指標を
「国際会議誘致実績」に変更した。

　指標４については、都民への還元という視点も踏
まえれば、収益に連動する都への納付金額を指標と
して設定すべきではないか。

　指標４については、都民への還元という視点で
は、ご指摘の「収益に連動する納付金額」も考えら
れるが、納付金額は、当館の営業努力の取組成果を
端的に表す「営業収益」の大きな位置付けを占める
施設使用料収入ほかに連動して積算される結果であ
り、指標としては、当初のとおりとすることが適当
であると考える。なお、「営業収益」を指標とした
場合においても、営業収益の向上は、都への納付金
額のほか納税額の増大に繋がることから、都民への
還元、都政への貢献を表す指標とも考えられる。

　指標４については、次年度以降の目標設定時に
は、収益の確保だけではなく、コスト削減も反映さ
れる指標を設定すべきではないか。

　加えて、上記指標２で変更した「国際会議誘致実
績」についても、都民への還元、都政への貢献を表
す指標に該当するものであると考える。

　一部の指標において、団体の経営課題を踏まえた
ものとなっていないものが見受けられる。

　指標２については、スケールメリットが判然とし
ないため、借入金返済の進捗状況など別の指標を検
討すべきではないか。

　指標２については、委員意見を踏まえ、指標を
「グループファイナンス新規運用利回り」から民事
再生に伴う「借入金の残高」に変更した。

　指標３については、グループとしての取組となる
のか不明確であるため、エリアマネジメントに関す
る別の指標を検討すべきではないか。

　指標３については、委員意見を踏まえ、指標を
「賑わい創出事業による集客数」からグループ業務
の効率化に向けた目標として「会計システムの共通
化」に変更した。

　指標３については、次年度以降の目標設定時に
は、グループ全体の管理部門の総労働時間縮減な
ど、グループ経営全般に関する指標に変更すべきで
はないか。

指標４については、グループとしての取組となるの
か不明確なため、グループ各社の業務共通化など別
の指標を検討すべきではないか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、指標を
「東京お台場FreeWifiの外国人の新規登録件数」か
らエリアマネジメント等の取組の成果としての「公
共交通機関等による臨海副都心への来街者数」に変
更した。

　なお、次年度以降の目標設定に向けては、団体の
ミッション・戦略を所管局と別途検討の上、今後の
目標設定に反映させるべきではないか。

　なお、当社のミッション・戦略については、臨海
副都心開発の総仕上げに向け、当地区のマネジメン
トをどのようにするか所管局と議論を行っていく。

　なお、「第１回委員会及び調査を通じた委員意
見」で示した内容を十分に踏まえて、次年度以降の
目標設定に向けた準備を着実に進めていただきた
い。

（株）東京国際
フォーラム

28

（株）東京臨海
ホールディング
ス

29
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　指標２は、満足度の低い項目に対する対策をどの
ように講じていくかなど、満足度向上へのアプロー
チ等を「指標設定等の考え方」に明確に記載すべき
ではないか。

【指標２】
　満足度の低い項目については、利用者のニーズを
踏まえた対策について、交通局と連携して検討する
など対応を図ることで評価獲得に結び付けていく旨
を記載した。

　指標3は、収入のほとんどを交通局からの受託が占
めることから、経常収支の黒字化を指標とすること
は適当とはいえないのではないか。持続可能性に関
する指標（技術社員の確保、定着率、資格取得数な
ど）に変更すべきではないか。

【指標３】
　持続可能性の確保について、固有社員の離職率は
1.7％程度(過去3か年平均)で推移するなど、社員の
定着率は安定していることから、これに加え、社員
のスキルアップを図る取組として、「技術系固有社
員１人あたりの資格保有件数」の向上（前年度比0.1
ポイントの増）を指標とする旨変更した。

 東京交通サービ
ス（株）

30

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないもの、団体の努力が反映される指標
となっていないものが見受けられる。

　指標１については、毎年度達成しており、また、
工事品質の向上等、団体の具体的な対策が重要であ
ることから、安全マネジメントシステムのポイント
化やヒヤリ・ハットへの対応等の指標に変更すべき
ではないか。なお、無事故の継続を目指すというこ
とについては、「経営目標設定にあたっての考え
方」に記載してはどうか。

【指標１】
　お客様の安全・安心の確保に向けた取組として、
技術系固有社員(事務系職場に従事する社員を除く)に
対し、鉄道総合技術研究所など外部専門機関による
研修の受講を奨励(過去3か年を上回る水準)すること
により、技術面でのスキルアップを通じた安全教育
の徹底を図ることを指標とする旨変更した。
　当社では、「運輸安全マネジメントシステム」を
自主的に導入し、「ヒヤリ・ハット事例」を収集・
分析し全事例に再発防止策を講じるとともに、特に
重要度（危険度）の高い項目について、当社独自に
作成している「ヒューマンエラー活用事例集」に登
載し「危険の見える化」を図っている。
・また、交通局と連携して緊急対応訓練を実施する
など取組の充実を図っており、こうした取組に加え
て新たな目標を設定することとした。
　なお、無事故の継続への取組については、
『「ヒューマンエラーに起因する事故や輸送障害の
減少」(無事故)の継続を目指す交通局を支えていく』
旨を「経営目標設定にあたっての考え方」に記載し
た。

26



団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　全ての指標について、経営的な観点を踏まえたも
の、団体の努力が反映されるものとなっていないと
思われる。

　指標１については、既に高い水準で達成されてい
る。事故件数削減などに変更すべきではないか。

　指標１（現：指標２）については、委員意見を踏
まえ、指標を「事故対応完結率」から「事故発生件
数」に変更した。
　

　指標２については、普及件数が目標値となってい
るが、これは手段であって目的ではないと考える。
普及による効果を測る指標へ変更すべきではない
か。

　指標２（現：指標３）については、委員意見を踏
まえると、「発注水道事業者の無収水率」等を指標
とすることが適当と考えられるが、他事業体の無収
水率は当社に関与できないため、「資格取得者率」
に変更した。

　指標３については、事務経費の削減を効率化とし
ているが、生産性向上による効率化も考えられる。
一人当たり受注量など生産性に関する指標に変更す
べきではないか。

　指標３（現：指標１）については、委員意見を踏
まえ、指標を「一人当たり事務経費」から「若手社
員の離職率」に変更した。

　指標４については、超過勤務時間数を目標値とし
ているが、経営品質の維持に向けた取組の方が重要
と考える。株式会社の持続可能性に関する指標（技
術社員の確保、定着率等）に変更すべきではない
か。

　指標４については、委員意見を踏まえ、指標を
「一人当たり超過勤務時間」から「一人当たり営業
費用の対前年増減率」に変更した。

　一部指標において、経営的な観点を踏まえた指標
となっていないものが見受けられる。また、全てが
水道事業に関する指標となっているため、ＩＴサー
ビス事業関連の指標の設定を検討すべきではない
か。

　指標１及び２については、現場レベルの業務目標
であると考える。直営と比較してのコスト削減や効
率化、対応力向上などの指標を検討すべきではない
か。

　指標１（現：指標３） 「料金算定保留率」につい
て意見を踏まえて目標を取り下げた。また、「直営
と比較した効率化」を指標とすべきとの意見を踏ま
え、業務の安定化と経営の効率化を図った社員区分
である専任社員の割合を設定した。

　指標２ （現：指標１）「未納料金処理率」につい
ては、処理率の低い事業所を選定し、社として重点
的な処理率向上に向けて取り組む指標に変更した。

　指標３については、既に高い水準で達成されてい
る。コスト削減に関する指標に変更すべきではない
か。

　指標３ （現：指標２）「お客さまセンター応答
率」については、近年低下傾向にある「応答率90％
の達成日数割合」に変更した。

　指標４については、事務経費の削減を効率化とし
ているが、規模の拡大による効率化も考えられるこ
とから、次年度以降受注拡大などの指標を設定する
ことも検討すべきではないか。

　指標４ 「一人当たり事務経費」については、意見
を踏まえ、ITサービス関連を含む「自主事業新規受
託件数」に変更した。

 東京水道サービ
ス（株）

31

（株）ＰＵＣ32
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団体名 第１回委員会及び調査を通じた委員意見 委員意見を踏まえた対応 目標シート（最終版）に対する委員意見

　全ての指標について、経営的な観点を踏まえたも
の、団体の努力が反映されるものとなっていないと
思われる。

　指標１については、既に高い水準で達成されてい
る。事故件数削減などに変更すべきではないか。

　「経営目標設定にあたっての考え方」について、
３つの【当社の事業方針と特長】、４つの【経営課
題】を整理して記載し、経営目標の各指標とのつな
がりが分かりやすい記載に変更した。
　「目指す姿に向けた方策」について、内容が分か
りやすいように記載を変更した。

　指標１については、委員意見を踏まえ、安全性と
信頼性を確保しつつ受託事業を着実に実施するた
め、指標を「人身事故の件数」に変更した。

　

　指標１については、特に団体の努力を要する目標
水準といえるのではないか。

　指標２については、達成自体が相手方の主観や都
合によるものと考える。技術社員の確保といった株
式会社の持続可能性に関する指標などに変更すべき
ではないか。

　指標２（現：指標３）については、委員意見を踏
まえ、株式会社の持続可能性に関する指標として、
指標を「技術社員の資格取得率」に変更した。

　指標３については、発表すること自体が目的と
なってしまうと考える。株式会社として、資本投下
の成果が明らかになる指標などに変更すべきではな
いか。

　指標３（現：指標２）については、委員意見を踏
まえ、技術開発の資本投下の成果が明らかになる指
標として、指標を「従来技術と比較した技術開発に
よるコスト削減効果額」に変更した。
　また、「経営目標設定にあたっての考え方」の記
載と順番を整合させ、指標２と指標３の順番を入れ
替えた。

　指標４については、コスト分析の視点が見受けら
れない。コスト構造の見直しに係る指標に変更すべ
きではないか。

　指標４については、委員意見を踏まえ、コスト構
造の見直しに係る指標として、指標を「売上高人件
費率」に変更した。

 東京都下水道
サービス（株）

33
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１　対応状況

件数 ％

102 82%

16 13%

6 5%

0 0%

124

指摘無 31

155

２　団体別内訳

分　類

小計

合計

Ⅰ：今年度修正するよう意見があり、今年度対応したもの

Ⅱ：次年度修正するよう意見があり、次年度対応するもの

Ⅲ：今年度修正するよう意見があったが、対応は次年度送りとしたもの

Ⅳ：委員意見と異なる対応

【参考資料１】平成２９年度東京都監理団体経営目標に関する評価委員意見への対応状況（団体別）

指摘無

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

分類
団体

5

収
益
増
加

自主財源を確保することによる収益
増加

賛助会費収入額

都民講座の参加率

4
効
率
化

職員自らの創意工夫による業務改善
の取組による業務の効率化

職員の提案による業務改善取
組件数

体験学習会実施回数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

展示のアウトリーチ活動による人権
啓発対象・機会の拡大

出張展示実施回数

1

（
公
財

）
東
京
都
人
権
啓
発
セ
ン
タ
ー

1

利
用
者
・

都
民
本
位

学校での人権教育への支援による若
年層に対するアウトリーチ人権啓発

3

利
用
者
・

都
民
本
位

人権プラザにおける普及啓発活動の
着実な実施

Ⅰ Ⅱ

5
効
率
化

効果的な販売手法の実施を通じた公
社事業の業務効率向上

通信販売の売上に対する経費
率
（通販総経費／通販売上高）

Ⅲ Ⅳ

3

利
用
者
・

都
民
本
位

島しょ地域の移住・定住に対する理
解を高める

農業漁業就業体験事業の応募
者数

4

利
用
者
・

都
民
本
位

ホームページへのアクセス増による
公社事業の認知度向上

ホームページアクセス件数
（セッション数）

島しょ特産品及び観光情報等のＰＲ
を通じた島しょ地域の認知度の向上

イベント出展回数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

利用者向けサービス・利便性の向上
ヘリ・コミューター利用者満足
度（ＣＳ）

2

（
公
財

）
東
京
都
島
し
ょ
振
興
公
社

1

利
用
者
・

都
民
本
位
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指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

効率的・効果的な事務局運営を通じ
た、経営の健全化による音楽の質の
向上

管理費

多くの都民に演奏を聞いてもらい音
楽芸術の普及を図るため、都響音楽
活動の核である自主公演への入場者
数を増加

自主公演の年間総入場者率

2

利
用
者
・

都
民
本
位

演奏会に来場できない方にも音楽芸
術に触れる機会を提供

社会貢献に資する出張演奏回
数

5

（
公
財

）
東
京
都
交
響
楽
団

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

都立文化施設として都民の期待に応
える豊かな文化体験を提供するため
に、常に高品質な事業を運営

事業満足度

4
効
率
化

効果的・効率的な運営を行うため、省
資源化をはじめ、事務改善の意識を
促進

職員一人当たりの事務経費

施設の利用者層の拡大、利用機会の
増大を図るために、各施設における
魅力的な公演や教育普及等の多彩
な自主事業を企画・実施

自主事業の参加者数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

次世代の顧客開拓を図るために、若
年層に向け、文化施設や事業の認知
度をさらに向上することを目的とし、
利用者目線を意識した情報発信を強
化

ツイッターフォロワー数

5

収
益
増
加

公益目的事業の充実を図るため、収
益を安定的に確保

自主公演の年間入場料収入

4

（
公
財

）
東
京
都
歴
史
文
化
財
団

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

首都東京に相応しいオーケストラとし
ての都響の認知度向上及び利用者
の利便性向上のための情報発信強
化

ＨＰへの年間アクセス件数
（ページビュー）

4
効
率
化

4

利
用
者
・

都
民
本
位

税に対する理解の促進
都民対象講演会への参加申込
者数

地方自治体職員の税務実務レベル
の
維持・向上

東京税務セミナーの参加人数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

税に対する理解の促進 租税教室の受講者理解度

5

収
益
増
加

公益目的事業の充実を図るため、収
益を安定的に確保

収益事業等収益額

3

（
公
財

）
東
京
税
務
協
会

1

利
用
者
・

都
民
本
位

5
効
率
化

個々の職員の労働効率の向上
公益事業における一人あたり
の自主事業収入額

3

利
用
者
・

都
民
本
位

地方税収確保に向けた支援 講師派遣研修の派遣団体数
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指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

5

収
益
増
加

公益目的事業を支える収益事業での
利益確保

土地貸付及び建物運営での利
益額

3

利
用
者
・

都
民
本
位

木密地域の解消による安全性の確保
木密地域における
用地買収画地数

4
効
率
化

仕事の進め方を見直し、業務を効率
化

職員1人当たりの
年間超過勤務時間数

土地区画整理事業地区内の道路の
整備による地域の利便性の向上

土地区画整理事業における
事業地区での道路整備延長

2

利
用
者
・

都
民
本
位

汚水管未整備地域の解消及び雨水
管整備による浸水被害の軽減

汚水管・雨水管布設延長

8

（
公
財

）
東
京
都
都
市
づ
く
り
公
社

1

利
用
者
・

都
民
本
位

自己収益の安定的な確保 協賛金等収入

6

（
公
財

）
東
京
都
ス
ポ
ー

ツ
文
化
事
業
団

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

東京マラソンを通じた社会貢献 チャリティ寄付金額

4
効
率
化

東京マラソンの効率的な執行 競技運営経費

東京マラソン参加者への
サービス向上

参加者満足度

2

利
用
者
・

都
民
本
位

東京マラソン及びランニングを
通じたスポーツ振興

ONE TOKYO会員数

5
効
率
化

管理部門の費用圧縮による効率的・
効果的な事業執行体制の構築

管理費比率（法人会計）

7

（
一
財

）
東
京
マ
ラ
ソ
ン
財
団

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

スポーツ事業等の実施によるスポー
ツに触れて楽しむ機会の創出

スポーツの普及・振興に係る自
主運営事業の実施事業数

4

利
用
者
・

都
民
本
位

各種事業の実施による埋蔵文化財へ
の理解・啓発の促進

埋蔵文化財に係る体験教室及
び出前授業等連携事業数

障害者への個人利用施設の無料提
供による障害者スポーツの裾野拡大

個人利用施設における障害者
利用者数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

積極的な施設貸出しによるスポーツ
に触れて楽しむ機会の創出

体育施設稼働率（団体利用）

5

収
益
増
加
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指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

水素社会の実現に向け、水素エネル
ギーの利活用や安全性等について、
都民の理解を促進

満足度の高い施設としての水
素情報館東京スイソミル来館
者数

5
効
率
化

効率的な事業運営 管理費比率

10

（
公
財

）
東
京
都
環
境
公
社

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

働きやすい事業所の「見える化」の促
進による、福祉人材の確保及び職場
環境の向上

働きやすい職場づくりに取り組
む福祉・介護の職場数
（働きやすい福祉・介護の職場
宣言情報公表事業）

4

利
用
者
・
都
民

本
位

区市町村における適正な介護サービ
ス運営に対する支援

実施指導を行う区市町村の体
制整備・強化支援及び事業者
への助言等支援を行う照会事
務件数
（指定市町村事務受託法人事
業実施件数）

高齢者の権利擁護に取り組む人材の
育成

高齢者の権利擁護（虐待防止
等）に取り組む有料老人ホー
ム等管理者の育成数
（介護サービス事業管理者権
利擁護研修（有料老人ホーム
等）受講者数）

2

利
用
者
・

都
民
本
位

潜在的有資格者の掘り起しによる介
護人材の確保

実務未経験の介護支援専門員
の資格更新者数
（介護支援専門員更新研修（実
務未経験者）受講者数）

住まいを探している方の
利便性向上

インターネットによる入居申込
み割合

4

利
用
者
・

都
民
本
位

入居者サービスの品質向上
お客さまセンター応答水準の
達成時間数割合

子育て世帯の入居機会の拡大
公社賃貸住宅への
子育て世帯の入居件数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

環境に配慮した住まいの実現
公社賃貸住宅の共用灯ＬＥＤ
化による
ＣＯ２排出量削減率（累積）

5
効
率
化

しごと改革による生産性の向上と、ラ
イフ・ワーク・バランスを実現

職員一人あたりの超過勤務時
間数

11

（
公
財

）
東
京
都
福
祉
保
健
財
団

1

利
用
者
・
都
民

本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

生物多様性保全の気運の醸成に向
け、都民の自然体験活動への参加を
促進

WEBサイト「里山へＧＯ」のメン
バー登録数

4

利
用
者
・

都
民
本
位

環境施策の横断的な取組に寄与する
ため、都の環境施策を支える研究の
成果を幅広く還元

学会等における研究発表数

持続可能な資源利用の推進に向け、
廃棄物処理の現状に対する都民の
理解を促進

質の高い環境関連施設見学会
の開催数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

9

 
東
京
都
住
宅
供
給
公
社

1

利
用
者
・

都
民
本
位

5
効
率
化

賃貸資産の経営効率の向上
住宅１戸当たりの年間家賃収
入
（民間活用型都民住宅を除く）

3

利
用
者
・

都
民
本
位
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指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

都立施設で蓄積されたノウハウ・支援
技術の継承を担う人材の育成、職場
環境づくり

固有職員の離職率

14

（
社
福

）
東
京
都
社
会
福
祉
事
業
団

1

利
用
者
・

都
民
本
位

利用者への就労支援
利用者一人当たりの職業紹介
数

4

利
用
者
・

都
民
本
位

地域環境の改善に向けた取組
地域クリーンアップ作戦参加者
数

利用者の福祉の向上
利用者数に対する居住安定者
数の割合

2

利
用
者
・

都
民
本
位

利用者との信頼関係の構築及び生
活・就労状況の把握

利用者一人当たりのアウトリー
チ回数

5
効
率
化

自立的な経営基盤の確立に向けた効
率的な事業運営

自主運営施設における事務費
支出

3

利
用
者
・

都
民
本
位

障害児・者の地域生活移行への促進
障害施設入所者の地域生活へ
の移行者数

4

利
用
者
・

都
民
本
位

退所児童の社会的自立の促進
アフターケア実施率
（児童養護）

福祉サービス第三者評価結果を活用
した利用者サービスの向上

利用者調査結果で「利用者・子
どもの気持ちを尊重した対応
がされている」と回答した割合

2

利
用
者
・

都
民
本
位

5

利
用
者
・

都
民
本
位

研究所に対する都民の理解促進及び
研究成果の普及

都民講座の参加者満足度

13

（
公
財

）
城
北
労
働
・
福
祉
セ
ン
タ
ー

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

プロジェクト研究の推進による質の高
い研究水準の確保

外部委員によるプロジェクト研
究評価点数平均値

4

利
用
者
・

都
民
本
位

研究成果による都民の健康増進への
寄与や社会還元

産学連携関連契約数

世界へ向けた最新の研究成果の発
信

世界的に評価を得ている学術
誌（Nature Indexが厳選した自
然科学系学術ジャーナル誌）
に投稿された論文への寄与度

2
効
率
化

外部研究費の獲得による効果的・効
率的な研究の遂行

プロジェクト研究費に対する外
部研究費の比率

5
効
率
化

事業の効率的な執行 管理費

12

（
公
財

）
東
京
都
医
学
総
合
研
究
所

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

33



指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

障害者雇用を促進するための機会の
創出

障害者就業支援
職場体験実習成立件数

4

利
用
者
・

都
民
本
位

しごとセンター利用者へのサービス品
質の向上

しごとセンターの利用者満足度

しごとセンターにおける求職者への就
職支援 しごとセンター就職件数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

シルバー人材センターにおける新た
な就業機会の確保

シルバー人材センター
労働者派遣事業就業延人員

5
効
率
化

自律的な業務改善の推進
職員提案等による業務改善
テーマ数

17

（
公
財

）
東
京
し
ご
と
財
団

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

中小企業ニーズに応える公社経営の
推進

利用者満足度

4

利
用
者
・

都
民
本
位

関係機関との連携による中小企業支
援

関係機関との共催・協力事業
数

経営課題を抱える中小企業への対応
強化

ハンズオン支援対象企業の新
規掘り起し件数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

東京発の新たなビジネスモデルの創
出

中小企業の新事業創出件数

5
効
率
化

しごと財団運営の効率化
職員1人当たりの管理運営経
費

16

（
公
財

）
東
京
都
中
小
企
業
振
興
公
社

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

5

収
益
増
加

自己収益の安定的な確保
地域医療確保事業会計
医業収支比率

3

利
用
者
・

都
民
本
位

救急医療の充実強化
救急車搬送患者数
（参考：応需率）

4
効
率
化

事業の効率的な執行
地域医療確保事業会計
薬品費対医業収入

利用者、都民のニーズに沿った医療
の提供

新入院患者数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

地域医療連携の強化
紹介患者数
（参考：紹介率）

15

（
公
財

）
東
京
都
保
健
医
療
公
社

1

利
用
者
・

都
民
本
位
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指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

5
効
率
化

事業の効率的な執行 管理費比率

3

利
用
者
・

都
民
本
位

野生生物保全に向けた大学や研究
機関との連携

大学や研究機関等との協定等
を締結している共同研究件数

4

利
用
者
・

都
民
本
位

冬の閑散期におけるイベント開催に
よる魅力度向上及び利用機会増大

「VisitほっとZoo」期間中の４園
合同開催イベントの参加者数

施設利用者の拡大
恩賜上野動物園の年間入園者
数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

情報発信力の強化及び来園者サー
ビスの向上

キーパーズトーク実施件数

20

（
公
財

）
東
京
動
物
園
協
会

1

利
用
者
・

都
民
本
位

Webサイトでの国内外への情報発信
による東京の農林水産業の振興

農林水産webサイト「とうきょう
の恵み TOKYO GROWN」のア
クセス数
（ページビュー）

5
効
率
化

個々の職員の労働効率の向上 月平均残業時間

18

（
公
財

）
東
京
都
農
林
水
産
振
興
財
団

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

海外での東京の認知度・外国人旅行
者の利便性向上のためのウェブサイ
トによる観光情報の発信

東京の観光公式ウェブサイト
「ＧＯ ＴＯＫＹＯ」の外国人ユー
ザー数

4

利
用
者
・

都
民
本
位

観光関連業界の活性化への貢献 賛助会員数

東京の魅力発信のための
海外メディア取材サポート

海外メディア露出件数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

ＭＩＣＥ開催都市としての魅力向上の
ためのユニークベニューの利用促進

ユニークベニューの利用件数

5
効
率
化

管理経費節減による効率的な事業執
行

法人会計管理費の節減

19

（
公
財

）
東
京
観
光
財
団

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

森林循環促進事業による東京の森林
の保護・育成

森林循環促進事業
（伐採予定契約面積）

4

利
用
者
・

都
民
本
位

研究成果を通じた東京の農林水産業
の発展と都民生活の向上

試験研究成果の公表数

チャレンジ農業支援事業による農業
分野における女性活用の促進

チャレンジ農業支援事業にお
ける女性起業支援メニューに
よる専門家派遣数

2

利
用
者
・

都
民
本
位
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指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

道路用地取得事業を通じた都道の早
期整備

都道路用地等の取得に関する
契約件数

5

収
益
増
加

収益の安定的な確保 賛助会費収入

22

（
公
財

）
東
京
都
道
路
整
備
保
全
公
社

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

利用者・都民に対する高品質なサー
ビスの提供

応急手当（心肺蘇生やＡＥＤの
使用等）の実施に向けた自信
度

4
効
率
化

事業の効率的な執行
博物館・防災館の来館者１人
あたりの事務費

利用者・都民に対する高品質なサー
ビスの提供

防火・防災管理新規講習の受
講生の満足度

2

利
用
者
・

都
民
本
位

利用者・都民に対する高品質なサー
ビスの提供

博物館・防災館の来館者の満
足度

自助・共助の促進による地域防災力
の向上

防災公園における地域等と連
携した防災訓練の参加団体数

4
効
率
化

効率的な事業運営 管理費比率

安心、安全、快適に過ごせる公園の
実現

都立公園利用者アンケート調
査における、
　①園内の安全・安心感
　②施設の清掃状況
  ③園内の情報・案内
3つの調査項目における「満
足」の回答割合

2

利
用
者
・

都
民
本
位

企画力・マーケティング力を発揮した
催しの充実と効果的な来園促進策の
実施

都立9庭園入園者数

5
効
率
化

駐車場経営の効果的・効率的展開に
よる利益の確保

駐車場事業の利益率

23

（
公
財

）
東
京
防
災
救
急
協
会

1

利
用
者
・

都
民
本
位

3

利
用
者
・

都
民
本
位

道路事業において、区市町村等の自
治体職員の技術力向上を図り、都民
の理解を得るための教育･啓発事業
の展開

道路事業に関する講習会や参
加･体験型の教育･啓発事業の
参加者の満足度

4

利
用
者
・

都
民
本
位

大型バス、オートバイ駐車場の整備
及び利用促進による違法路上駐車の
削減

大型バス、オートバイ駐車場の
時間制利用台数

無電柱化推進事業による快適で安全
な都市づくり

都道電線共同溝本体工事の完
了延長

2

利
用
者
・

都
民
本
位

21

（
公
財

）
東
京
都
公
園
協
会

1

利
用
者
・
都
民
本

位

5

収
益
増
加

自主公益事業の継続的な実施のた
めの安定した収益の確保

公園収益事業（売店、飲食店、
駐車場等の経営）の収入額【暦
年】

3

利
用
者
・

都
民
本
位

36



指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

25

 
多
摩
都
市
モ
ノ
レ
ー

ル

（
株

）

1

利
用
者
・

都
民
本
位

輸送の安全の実現

3

利
用
者
・

都
民
本
位

沿線地域の活性化

営業収益

4

収
益
増
加

経営改善 自己資本比率

「気づき・気がかり」＆「ヒヤリ・
ハット」改善取組件数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

お客さまサービスの向上
2020年東京大会競技会場最寄
駅における施設整備進捗率

26

 
東
京
臨
海
高
速
鉄
道

（
株

）

1

利
用
者
・

都
民
本
位

安全・安定輸送の継続

3

収
益
増
加

収益の安定的な確保

4

利
用
者
・

都
民
本
位

当社HPにおけるPR活動を通じた都施
策の広報への協力

ホームページアクセス数
（セッション数）

施設稼働率の維持と質の向上によ
る、安定的な収入の確保とスタジアム
の信頼性維持

施設稼働率（スタジアム本体）

2

収
益
増
加

施設の多様な利用方法の開拓による
安定的な収入の確保

新規事業誘致件数

当社主催のイベント参加者数

4

収
益
増
加

収益の安定的な確保 運輸収入

輸送障害件数
（自然災害を除く）

2

利
用
者
・

都
民
本
位

快適な駅空間の創出
駅舎大規模改修における実施
進捗率

24

（
株

）
東
京
ス
タ
ジ
ア
ム

1

収
益
増
加

3

利
用
者
・

都
民
本
位

大会会場のPR活動を通じた2019・
2020両大会の開催気運醸成への協
力

見学会及びスタジアムツアー
開催回数
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指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

会計システムの共通化

4

利
用
者
・

都
民
本
位

エリアマネジメント及び
グループ事業の推進による
臨海副都心の活性化

公共交通機関等による
臨海副都心への来街者数

減価償却前営業利益（連結）

2

収
益
増
加

民事再生計画の着実な実施
（（株）東京テレポートセンター）

借入金の残高

29

（
株

）
東
京
臨
海
ホ
ー

ル
デ
ィ
ン
グ
ス

1

収
益
増
加

収益の安定的な確保

3
効
率
化

グループ事務の効率化

年間催事参加者・店舗等利用
者数

4

収
益
増
加

強固な経営基盤の確立に向けた収益
の安定的確保

営業収益

主要６ホール日数稼働率

2

利
用
者
・

都
民
本
位

東京の産業力強化、プレゼンス向上
及び周辺地域への高い経済波及効
果に資する催事の誘致拡大

国際会議誘致実績

28

（
株

）
東
京
国
際
フ
ォ
ー

ラ
ム

1

利
用
者
・

都
民
本
位

地域の賑わい創出、都民への貢献及
び営業収益の確保に向けた施設の
利用者拡大

3

利
用
者
・

都
民
本
位

地域の賑わい創出、都民への貢献及
び営業収益の確保に向けた施設の
利用者拡大

主要事業収入

4

収
益
増
加

大規模改修と両立する安定的な経営
体制の確保

自己資本比率

テナント入居率

2

利
用
者
・

都
民
本
位

近隣施設との提携による施設の利用
者拡大

駐車場一般車回転率

27

（
株

）
多
摩
ニ

ュ
ー

タ
ウ
ン
開
発
セ
ン
タ
ー

1

利
用
者
・

都
民
本
位

ビルの競争力強化による施設の利用
者拡大

3

収
益
増
加

良質なテナントの獲得や周辺施設と
の連携を通じた収益の安定的な確保
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指摘無
分類

団体
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

技術社員の資格取得率

4
効
率
化

より少ない人員・コストでの事業執行 売上高人件費率

人身事故の件数

2

利
用
者
・

都
民
本
位

東京の下水道事業が抱えている課題
を技術で解決し、下水道事業全体の
効率的な執行に貢献

従来技術と比較した技術開発
によるコスト削減効果額

33

 
東
京
都
下
水
道
サ
ー

ビ
ス

（
株

）

1

利
用
者
・

都
民
本
位

安全性と信頼性を確保しつつ受託事
業を着実に実施

3

利
用
者
・

都
民
本
位

技術・ノウハウの継承（社員の計画
的・継続的な育成）

多摩地区の受託事業所におけ
る社員に占める専任社員の割
合

4

収
益
増
加

ＩＴ関連業務等のノウハウを活かし、
自主事業を拡大

自主事業の新規受託件数

未納料金処理率（５事業所）

2

利
用
者
・

都
民
本
位

お客さまセンターサービス水準向上
のため、応答率が90％に満たない日
数を削減

お客さまセンター応答率
90％の達成日数割合

32

（
株

）
Ｐ
Ｕ
Ｃ

1

利
用
者
・

都
民
本
位

未納料金処理率の全体的な底上げ
を図るため、実績が平均値を下回っ
ている事業所の取組みを強化

3
効
率
化

今後の営業業務の受託拡大に向け
た業務従事者の確保と、効率的運営
の推進のため専任社員を活用

資格取得率

4
効
率
化

コスト管理とともに社員一人ひとりの
意識向上を図り、営業費用を抑制す
る

一人当たり営業費用の対前年
増減率

若手社員離職率

2

利
用
者
・

都
民
本
位

事故防止対策に取組み、工事事業者
及び社員の一人ひとりの安全意識を
高め、事故の発生を抑制

事故発生件数

31

 
東
京
水
道
サ
ー

ビ
ス

（
株

）

1
効
率
化

社の将来を担う、育成途中の若手人
材を定着させ、離職率を低減

3

利
用
者
・

都
民
本
位

社全体の技術力向上に向け、業務に
関する知識・技能を有する人材を育
成するため、有資格者を増加

持続可能性の確保
（技術系固有社員１人あたりの
資格保有件数）

4
効
率
化

事業の効率的な執行 売上高管理費比率

技術面でのスキルアップを通じ
た安全教育の徹底
（年度内に外部専門機関研修
を受講した技術系固有社員比
率）

2

利
用
者
・

都
民
本
位

利用者・都民向けサービス品質向上
顧客満足度の重視
（「都営交通モニター」満足度
評価平均）

30

 
東
京
交
通
サ
ー

ビ
ス

（
株

）

1

利
用
者
・

都
民
本
位

安全・安心の確保

3

利
用
者
・

都
民
本
位

技術力の維持・向上
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【参考資料２】検討経過  

 

日 程 議 事 

平成２９年 

６月９日 
第１回評価委員会 

・経営目標評価制度について 

・監理団体の経営目標（当初）について 

６月２７日から 

６月２９日まで 
委員による調査 ・ヒアリング形式による各団体への調査 

７月４日 第２回評価委員会 
・監理団体の経営目標（当初）に対する委

員意見について 

８月７日 第３回評価委員会 
・監理団体の経営目標に対する委員意見の

とりまとめ 
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